
令和４年３月２９日公示 

我孫子市告示第７７号 

 

我孫子市企業立地促進補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、地域経済の活性化及び雇用の拡大を図るため、市内に新

たに工場等又は社員寮を設置し、又は再投資により事業の拡大を図る企業に

対し、予算の範囲内で交付する我孫子市企業立地促進補助金（以下「補助金」

という。）について、我孫子市補助金等交付規則（平成元年規則第２３号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

（１）  企業  営利を目的とする事業を営む法人  

（２） 製造業 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定す

る統計基準である日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５

号）に掲げる製造業に属する事業をいう。  

（３）  流通加工施設  流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

（平成１７年法律第８５号）第２条第１号に規定する流通加工に係る

事業を行う施設をいう。  

（４） 自然科学研究所  日本標準産業分類に掲げる自然科学研究所をいう。 

（５） 工場等 製造業の工場、流通加工施設、自然科学研究所又は商業施

設（大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２項

に規定する大規模小売店舗をいう。）をいう。  

（６） 社員寮  企業が自ら所有する建物であって、当該企業が雇用した者

（常時雇用者に限る。）の居住の用に供されるものをいう。  

（７） 新規立地  企業が新たに工場等又は社員寮を市内に設置することを

いう。  

（８） 再投資  既に設置されている市内の工場等の敷地内又は隣接する土

地において、事業の拡大を図るため、当該工場等の他に工場等を新築

し、若しくは当該工場等を増築し、若しくは改築し、又は新たに償却

資産を取得することをいう。  



（９） 立地計画  新規立地又は再投資に関する計画をいう。  

（１０） 立地計画認定  立地計画について第５条第４項の規定により市長

が行う認定をいう。  

（１１） 認定立地計画  第５条第４項の規定により市長の認定を受けた立

地計画をいう。  

（１２） 事業従事者  認定立地計画に係る工場等において、当該認定立地

計画に係る事業に従事する者（立地計画認定を受けた企業が自ら雇

用する者に限る。）をいう。  

（１３） 常時雇用者  立地計画認定を受けた企業に直接雇用された者であ

って、次のいずれにも該当するものをいう。  

ア 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定

により、厚生年金保険の被保険者の資格の取得の届出が行われ、

かつ、同法第１８条第１項の確認を受けた者であること。  

イ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定により

雇用保険の被保険者となったことの届出が行われ、かつ、同法第

９条第１項の確認を受けた者であること。  

ウ 雇用期間の定めのない者であること。  

 （１４） 操業 認定立地計画に係る工場等又は社員寮の設備の全部を事業

の用又は居住の用に供することをいう。  

（１５） 固定資産税  地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５条第２

項第２号に規定する固定資産税をいう。  

（１６） 償却資産  地方税法第３４１条第４号に規定する償却資産（法人

税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第１号から第３号

まで及び第７号に規定する資産に限る。）をいう。  

（補助金の種類、補助金の額等）  

第３条 補助金の種類、補助金の額、補助限度額及び補助期間等は、別表第１

のとおりとする。  

（補助対象者等）  

第４条 この要綱に基づき補助金の交付を受けることができる者は、自ら操業

をする企業であって、別表第２の左欄に掲げる補助金の種類に応じ、それぞ



れ同表の右欄に掲げる要件の全てを満たすものとする。  

２  前項の規定にかかわらず、補助金の交付の対象となる経費について、国、

県等から補助金等の交付を受けた企業については、当該補助金等の交付を受

けた年度に限り、補助金の交付の対象としない。  

３  第１項の規定にかかわらず、補助金の交付を受けようとする企業が次の各

号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の対象としない。  

（１） 市税（法人市民税、固定資産税及び都市計画税をいう。以下同じ。）

を滞納している場合  

（２） 工場等又は社員寮の設置が、都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の関係法令に

違反している場合  

（３） 企業の役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれ

らに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与

している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する

者をいう。以下同じ。）が次のいずれかに該当する場合  

ア  暴力団員等（我孫子市暴力団排除条例（平成２４年条例第７号。

イ（ア）において「条例」という。）第２条第３号に規定する暴力

団員等をいう。以下同じ。）  

イ 次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、

法令上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるもの

を除く。）をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれ

がないと認められる者を除く。）  

（ア） 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害

を加える目的で、情を知って、暴力団（条例第２条第１号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用

する行為  

（イ） 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと

なることを知りながら、暴力団員等又は暴力団員等が指定し

た者に対して行う、金品その他財産上の利益若しくは便宜の

供与又はこれらに準ずる行為  



（ウ） 市の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約

その他の契約の相手方（法人その他の団体にあっては、その

役員等）が暴力団員等であることを知りながら、当該契約を

締結する行為  

ウ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して  

いる者  

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１

年法律第１４７号）第５条第１項に規定する観察処分を受けている

団体に属する者  

（立地計画の認定）  

第５条 新規立地又は再投資を行おうとする企業であって、補助金の交付を申

請しようとするものは、その立地計画について、市長の認定を受けなければ

ならない。  

２  立地計画認定を受けようとする企業は、立地計画認定申請書（様式第１号）

に、次に掲げる書類の全てを添付して市長に申請しなければならない。ただ

し、新規立地に係る計画の認定を受けようとする場合は、第６号に掲げる書

類の添付は要しないものとする。  

 （１）  定款の写し  

 （２）  履歴事項全部証明書  

 （３）  企業の概要を説明するパンフレットその他参考資料  

 （４）  決算書の写し  

 （５）  工場等又は社員寮の位置図及び平面図  

 （６）  事業従事者一覧表（様式第２号）  

 （７）  その他市長が必要と認める書類  

３  前項の規定による申請は、工場等又は社員寮の建物の建築に着手し、又は

取得若しくは賃貸借に係る契約の締結をする前に行わなければならない。  

４  市長は、第２項の規定による申請があった場合において、立地計画が次の

各号のいずれにも該当すると認めるときは認定を行い、該当しないと認める

ときは不認定とし、立地計画認定（不認定）通知書（様式第３号）により、

当該申請をした企業に対し通知するものとする。  



（１） 立地計画に係る事業が別表第２に規定するいずれかの補助金の要件

に該当し、又はその見込みがあること。  

 （２）  立地計画が具体的であり、確実に実施されると見込まれること。  

 （雇用関連実績の認定）  

第６条  雇用拡大支援費又は雇用環境向上支援費の交付を申請しようとする

企業は、常時雇用者の雇用実績又は企業の雇用環境向上実績（以下「雇用関

連実績」という。）について、市長の認定を受けなければならない。  

２  雇用関連実績の認定を受けようとする企業（第４項において「申請者」と

いう。）は、雇用関連実績認定申請書（様式第４号）に次の各号に掲げる補

助金の種類に応じ、当該各号に掲げる書類を添付して市長に申請しなければ

ならない。  

 （１）  雇用拡大支援費  次に掲げる書類  

ア 雇用契約書の写し又は労働条件通知書の写し  

イ 健康保険被保険者証の写し  

ウ  雇用保険被保険者資格取得確認通知書の写し又は雇用保険被保険  

者証の写し  

（２） 雇用環境向上支援費  操業開始日の３か月前から３年後までの期間

内において、次のいずれかの認定を受けたことが分かる書類の写し  

ア  くるみん認定（次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第

１２０号）第１３条の認定をいう。）  

イ えるぼし認定（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（平成２７年法律第６４号）第９条の認定をいう。）  

ウ  ユースエール認定（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和

４５年法律第９８号）第１５条の認定をいう。）  

エ もにす認定（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法

律第１２３号）第７７条第１項の認定をいう。）  

オ 安全衛生優良企業認定（労働者の安全及び健康を確保するための

対策に積極的に取り組み、高い安全衛生水準を維持･改善している

企業として厚生労働省から受ける認定をいう。）  

３  前項の規定による申請は、次の各号に掲げる実績の期間の区分に応じ、当



該各号に掲げる期日（当該期日が市の閉庁日に当たるときは、その直前の開

庁日）までに行わなければならない。  

（１） 操業を開始する日（以下「操業開始日」という。）の３か月前の日

から操業開始日の１年後の日の属する年度の９月３０日までの実績

分 当該年度の１０月１５日  

 （２） 操業開始日の１年後の日の属する年度の１０月１日からその翌年度

の９月３０日までの実績分  操業開始日の２年後の日の属する年度の

１０月１５日  

 （３） 操業開始日の２年後の日の属する年度の１０月１日から操業開始日

の３年後の日までの実績分  操業開始日の３年後の日の１か月後  

４  市長は、第２項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、認

定の可否を決定し、雇用関連実績認定（不認定）通知書（様式第５号）によ

り、申請者に通知するものとする。  

 （認定内容の変更等）  

第７条 立地計画認定を受けた企業が認定立地計画について内容の変更（市長

が認める軽微な変更を除く。以下この項において同じ。）をしようとすると

き、又は前条第４項の規定により認定を受けた雇用関連実績について内容の

変更をしようとするときは、立地計画（雇用関連実績）認定変更承認申請書

（様式第６号）に変更内容が分かる書類を添付の上、市長に申請し、その承

認を受けなければならない。  

２  市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当

と認めるときは、立地計画（雇用関連実績）認定変更承認通知書（様式第７

号）により、当該申請をした者に通知するものとする。  

３  立地計画認定を受けた企業は、認定立地計画を廃止したときは、速やかに

認定立地計画廃止届（様式第８号）を市長に提出しなければならない。  

４  合併、分割その他の事由により認定立地計画に係る事業を承継したときは、

立地計画認定を受けた企業から認定立地計画に係る事業を承継した者が事

業承継届（様式第９号）を市長に提出しなければならない。  

（操業開始の届出等）  

第８条 立地計画認定を受けた企業は、操業開始日から起算して３０日を経過



する日までに、操業開始届（様式第１０号）に、次に掲げる書類の全てを添

付の上、市長に届け出なければならない。ただし、操業を開始する施設の種

別が社員寮の場合は第３号に掲げる書類、認定立地計画に環境負荷低減設備

の設置が含まれない場合は第４号に掲げる書類の添付は要しないものとす

る。  

（１） 工場等又は社員寮の内観及び外観が分かるもの  

（２） 投下固定資産額内訳書（様式第１１号）  

（３）  事業従事者一覧表  

（４）  設置した環境負荷低減設備に係る仕様が確認できる書類及び設置位

置が明示されている書類  

（５）  その他市長が必要と認める書類  

２  市長は、前項の規定による届出があったときは、必要に応じて現地調査等

を実施するものとする。  

（新規立地支援費、再投資支援費等の交付の申請等）  

第９条 新規立地支援費、再投資支援費、社員寮整備支援費又は環境負荷低減

支援費の交付を受けようとする企業（以下この項及び次項において「申請者」

という。）は、補助の対象となる固定資産税の納期限の属する年度末までに

我孫子市企業立地促進補助金（新規立地支援費・再投資支援費・社員寮整備

支援費・環境負荷低減支援費）交付申請書（様式第１２号）に次に掲げる書

類の全てを添付の上、市長に申請しなければならない。ただし、新規立地支

援費、再投資支援費又は環境負荷低減支援費の交付を申請する場合は、第５

号に掲げる書類の添付は要しないものとする。  

（１）  役員等名簿兼誓約書（様式第１３号）  

（２）  市税の滞納がないことを市長が証明する書類  

（３） 認定立地計画に係る土地、家屋又は償却資産の固定資産税を納付し

たことを証する書類  

（４） 固定資産課税台帳の写し  

（５）  社員寮に居住する従業員の住民票の写し  

 （６）  その他市長が必要と認める書類  

２  前項本文の規定にかかわらず、同項第２号から第４号までに掲げる書類は、



申請者の同意を得て、同項第５号に掲げる書類については居住者同意書（様

式第１４号）により、社員寮に居住する従業員の同意を得て市が保有する公

簿等により確認することができるときは、添付を省略することができる。  

３  市長は、第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審

査し、補助金の交付の可否を決定し、我孫子市企業立地促進補助金（新規立

地支援費・再投資支援費・社員寮整備支援費・環境負荷低減支援費）交付（不

交付）決定通知書（様式第１５号）により、申請者に通知するものとする。 

４  市長は、前項の規定により補助金を交付する旨の決定をするときは、次に

掲げる条件を付するものとする。  

（１） 操業開始日から起算して５年を経過する日までの間、認定立地計画

に従い、当該認定立地計画に係る事業を継続して実施すること。  

 （２） 操業開始日から起算して５年を経過する日の属する市の会計年度の

末日までの間、認定立地計画に係る事業の進捗状況について、毎会計

年度終了後速やかに事業状況報告書（様式第１６号）により市長に報

告すること。  

（雇用拡大支援費及び雇用環境向上支援費の交付の申請等）  

第１０条  雇用関連実績の認定を受けた企業が雇用拡大支援費又は雇用環境

向上支援費の交付を受けようとするときは、第６条第４項の規定により通知

された雇用関連実績認定通知書に記載された申請期間内に我孫子市企業立

地促進補助金（雇用拡大支援費・雇用環境向上支援費）交付申請書（様式第

１７号）に次に掲げる書類の全てを添付の上、市長に申請しなければならな

い。ただし、雇用環境向上支援費の交付を申請する場合は、第２号及び第３

号に掲げる書類の添付は要しないものとする。  

（１）  雇用関連実績認定通知書の写し  

（２） 認定者（新規立地又は再投資に伴い、本市に移住した既存の常時雇

用者（以下「移住者」という。）又は新たに雇用した市内に住所を有

する常時雇用者（以下「新規雇用者」という。）として市長に認定さ

れた者をいう。以下同じ。）の住民票の写し  

（３）  認定者が継続して雇用されていることを証する書類  

（４） その他市長が必要と認める書類  



２  前項本文の規定にかかわらず、同項第２号に掲げる書類は、認定者同意書

（様式第１８号）により、当該雇用関連実績認定通知書に記載されている認

定者の同意を得て市が保有する公簿等により確認することができるときは、

添付を省略することができる。  

３  市長は、第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審

査し、補助金の交付の可否を決定し、我孫子市企業立地促進補助金（雇用拡

大支援費・雇用環境向上支援費）交付（不交付）決定通知書（様式第１９号）

により、当該申請をした者に通知するものとする。  

 （請求）  

第１１条  第９条第３項又は前条第３項の規定により交付の決定を受けた企

業（次条第１項及び第２項において「交付決定者」という。）は、補助金の

交付を受けようとするときは、交付の決定の日から起算して１か月以内に我

孫子市企業立地促進補助金交付請求書（様式第２０号）により、市長に請求

しなければならない。  

 （交付の決定の取消し等）  

第１２条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受け、又は補助

金の交付を受けたとき。  

（２）  別表第２に規定する要件に該当しないことが判明したとき。  

（３） 第９条第４項の規定により付した交付の条件に違反したとき。  

（４） その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。  

２  市長は、前項の規定により交付の決定を取り消したときは、我孫子市企業

立地促進補助金交付決定取消通知書（様式第２１号）により、交付決定者に

通知するものとする。  

３  市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

て、既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその全部又は一部の返

還を命ずるものとする。  

（補則）  

第１３条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、



市長が別に定める。  

 

   附  則  

この告示は、令和４年４月１日から施行する。  

別表第１（第３条関係）  

補助金の種類  補助金の額  補助限度額  補助期間等  

新規立地支援

費  

認定立地計画に係る事業の用

に供するために新たに取得し

た土地、家屋及び償却資産に

係る固定資産税の納付額に相

当する額  

１ 年 度 当 た

り１，０００

万円  

操業開始日

以後初めて

補助の対象

となる固定

資産税の納

付義務が生

じた年度か

ら３年間  

再投資支援費  １ 年 度 当 た

り ５ ０ ０ 万

円  社員寮整備支

援費  

認定立地計画に係る居住の用

に供するために新たに取得し

た土地及び家屋に係る固定資

産税の納付額に相当する額  

雇用拡大支援

費  

認定者の数に１０万円を乗じ

て得た額  

１ の 新 規 立

地 又 は 再 投

資 に つ き ３

年 間 を 通 じ

て ２ ０ ０ 万

円  

第６条第３

項各号に掲

げる実績の

期間ごとに

１回限り  

雇用環境向上

支援費  

第６条第２項第２号アからオ

までに掲げる認定１件につき

１０万円  

認 定 １ 件 当

た り １ ０ 万

円  

１件の認定

につき１回

限り  

環境負荷低減

支援費  

２万円に発電システムを構成

する太陽電池モジュールの公

称最大出力（日本産業規格を

基準とするが、ＩＥＣ等の国

際規格も可とする。）の合計値

１００万円  １回限り  



（単位はキロワットとし、合

計後の値の小数点以下第３位

を四捨五入する。）（以下「太

陽電池の最大出力値」とい

う。）を乗じて得た額  

備考  算出した補助金額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。  

別表第２（第４条、第５条、第１２条関係）  

補助金の種類  要件  

新規立地支援

費  

１  市内に新たに工場等を設置すること（市内に工場等を

有する者が設置しようとする施設であって、その施設が

既存の工場等と一体の施設であると認められるものを

除く。）。  

２  操業開始日における市内の工場等の常時雇用者が５

人以上であること。  

３  設置する施設の種別が製造業の工場、流通加工施設又

は自然科学研究所であって、当該施設を自ら建築し、又

は取得する場合は、敷地面積（建築基準法施行令（昭和

２５年政令第３３８号）第２条第１項第１号の敷地面積

をいう。）が１，０００平方メートル以上であること。 

４  設置する施設の種別が製造業の工場、流通加工施設又

は自然科学研究所であって、自ら設置した施設以外の施

設の一部又は全部を賃借する場合は、賃借した区画の床

面積（建築基準法施行令第２条第１項第３号の床面積を

いう。）が１，０００平方メートル以上であること。  

 

再投資支援費  １  既に市内に設置されている工場等において再投資を

行うこと。  

２  中小企業（申請時（立地計画認定の申請時をいう。以

下この項及び次項において同じ。）において、中小企業



基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号

に定める中小企業者である者をいう。以下この項におい

て同じ。）にあっては再投資による投下固定資産額（工

場等の設置を行うために必要な建物及び償却資産の取

得に要する費用をいい、立地計画認定を受けた企業が自

ら投資するものに限る。以下この項において同じ。）が

５，０００万円以上、大企業（申請時において、中小企

業以外の企業をいう。）にあっては再投資による投下固

定資産額が１０億円以上であること。  

３  申請時において、市内の既存の工場等が事業の用に供

してから３年以上経過していること。  

４  再投資に係る操業開始日における事業従事者の数が

立地計画認定の申請をした日における事業従事者の数

以上であること。  

社員寮整備支

援費  

１  市内に新たに社員寮を設置し、又は既に市内に設置さ

れている社員寮を建て替えること。  

２  操業開始日において当該社員寮に居住している従業

員が本市の住民基本台帳に記録されていること。  

３  従業員が居住するための室数が５戸以上であること。 

雇用拡大支援

費  

１  立地計画認定（社員寮の設置に係るものを除く。）を

受けた者であること。  

２  操業開始日の３か月前から３年後までの期間内にお

いて、次の各号のいずれかに該当する者を雇用する実績

があること。  

 （１）  移住者  

（２）  新規雇用者  

３  雇用関連実績の認定の対象となった移住者及び新規

雇用者が市内に移住し、又は新規に雇用された後継続し

て１年以上市内に住所を有すること。  



雇用環境向上

支援費  

１  立地計画認定（社員寮の設置に係るものを除く。）を

受けた者であること。  

２  操業開始日の３か月前から３年後までの期間内にお

いて、第６条第２項第２号アからオまでに掲げる認定の

いずれかを受けていること。  

環境負荷低減

支援費  

１  立地計画認定を受けた者であること。  

２  操業開始日までに発電システムを運用していること。 

３  発電システムを構成する太陽電池の最大出力値が

１０キロワット以上であること。  

４  太陽電池モジュールの性能及び安全性が次の各号の

いずれかの要件を満たしていること。  

（１） 国際電気標準会議の規格又は日本産業規格に適

合していること。  

（２） 一般財団法人電気安全環境研究所の認証を受け

ていること。  

（３） 一般社団法人太陽光発電協会のＪＰＥＡ代行申

請センターにおいて設備認定に係る型式登録が

されていること。  

５  発電システムを構成する太陽電池モジュール、架台、

パワーコンディショナー及び附属機器が未使用品であ

ること。  

 


